
近
年
の
ブ
ラ
ジ
ル
経
済
の
特
徴
を
ひ
と
こ
と
で

表
現
す
る
な
ら
、「
ス
ロ
ー
な
経
済
成
長
」
と
な

る
だ
ろ
う
。
過
去
五
○
年
間
の
国
内
総
生
産
の
成

長
率
を
見
る
と
、
一
九
七
○
年
代
末
ま
で
は
平
均

し
て
六
〜
九
％
を
維
持
し
て
い
た
も
の
の
、
一
九

八
○
年
代
初
め
の
債
務
危
機
を
境
に
下
落
し
、
近

年
は
二
〜
三
％
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
（
図
１
）。

二
○
○
○
年
以
降
、
他
の
Ｂ
Ｒ
Ｉ
Ｃ
ｓ
諸
国
が
五

〜
八
％
台
の
成
長
を
記
録
し
て
い
る
の
と
比
べ
る

と
、
そ
の
低
さ
は
際
だ
っ
て
い
る
。
に
も
か
か
わ

ら
ず
、
ブ
ラ
ジ
ル
が
Ｂ
Ｒ
Ｉ
Ｃ
ｓ
諸
国
の
一
角
を

占
め
る
の
は
ど
う
し
て
だ
ろ
う
か
。
経
済
規
模
や

潜
在
成
長
力
の
み
が
評
価
さ
れ
て
い
る
の
か
、
そ

れ
と
も
既
に
高
度
化
し
つ
つ
あ
る
経
済
が
評
価
さ

れ
て
い
る
の
だ
ろ
う
か
。
本
報
告
で
は
ブ
ラ
ジ
ル

と
他
の
Ｂ
Ｒ
Ｉ
Ｃ
ｓ
諸
国
を
比
べ
、
ブ
ラ
ジ
ル
の

ス
ロ
ー
な
経
済
成
長
の
要
因
を
分
析
し
た
上
で
、

今
後
の
成
長
の
展
望
に
つ
い
て
述
べ
た
い
。

●
成
長
の
抑
制
要
因

ま
ず
他
の
Ｂ
Ｒ
Ｉ
Ｃ
ｓ
諸
国
と
の
比
較
か
ら
ブ

ラ
ジ
ル
の
成
長
に
つ
い
て
考
え
て
み
た
い
。
表
１

に
Ｂ
Ｒ
Ｉ
Ｃ
ｓ
四
カ
国
の
所
得
格
差
、
貧
困
、
能

力
を
ま
と
め
た
。
こ
れ
に
よ
れ
ば
、
ブ
ラ
ジ
ル
の

貧
困
人
口
の
割
合
は
イ
ン
ド
よ
り
は
小
さ
い
も
の

の
、
所
得
格
差
は
四
カ
国
中
最
も
大
き
い
。
ま
た
、

経
済
成
長
の
重
要
な
要
素
で
あ
る
研
究
開
発
の
能

力
に
つ
い
て
は
、
研
究
開
発
支
出
の
水
準
や
研
究

者
の
数
で
他
国
に
見
劣
り
し
て
い
る
。
こ
の
ほ
か

労
働
者
の
生
産
性
を
比
較
し
て
も
、
中
国
と
イ
ン

ド
が
上
昇
し
て
い
る
の
に
対
し
て
、
ブ
ラ
ジ
ル
は

ロ
シ
ア
と
並
ん
で
一
九
九
○
年
以
降
、
ほ
と
ん
ど

上
昇
し
て
い
な
い
。
産
業
構
造
は
第
三
次
産
業
が

大
き
な
割
合
を
占
め
る
な
ど
他
の
国
々
と
似
て
い

る
面
も
あ
る
が
、
輸
出
が
農
業
関
連
や
天
然
資
源

関
連
の
産
業
な
ど
、
ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
さ
に
欠
け
る

部
門
に
偏
っ
て
い
る
と
こ
ろ
が
ブ
ラ
ジ
ル
の
特
徴

で
あ
ろ
う
。

次
に
、
ブ
ラ
ジ
ル
の
成
長
が
ス
ロ
ー
で
あ
る
要

因
を
国
内
に
み
れ
ば
、
社
会
と
経
済
の
分
野
に
分

け
ら
れ
る
。
一
つ
目
は
社
会
の
構
造
的
な
問
題
で

あ
る
。
慢
性
的
な
貧
困
、
大
き
な
所
得
格
差
、
国

民
や
地
場
企
業
の
低
い
能
力
は
、
規
模
が
大
き
く

潜
在
力
が
あ
る
国
内
市
場
の
成
長
を
抑
え
て
き
た
。

二
つ
目
は
経
済
の
状
況
的
な
問
題
で
あ
る
。
過
去

二
五
年
続
い
た
マ
ク
ロ
経
済
の
不
安
定
と
そ
れ
に

対
処
す
る
た
め
の
短
期
的
な
経
済
政
策
が
投
資
を

抑
制
し
て
き
た
。
図
２
に
示
し
た
ブ
ラ
ジ
ル
の
国

内
投
資
の
対
国
内
総
生
産
比
を
み
て
分
か
る
よ
う

に
、
実
質
投
資
額
の
比
率
は
一
九
八
○
年
代
初
め

ま
で
は
高
水
準
を
保
っ
て
い
た
が
、
債
務
危
機
に

よ
っ
て
低
下
し
、
そ
の
後
も
低
水
準
に
と
ど
ま
っ

た
ま
ま
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
生
産
設
備
の
更
新

や
多
様
化
が
妨
げ
ら
れ
た
。
ま
た
、
生
産
と
貿
易

は
天
然
資
源
に
偏
っ
て
い
る
が
、
一
般
に
天
然
資

源
へ
の
需
要
は
所
得
弾
力
性
が
低
い
だ
け
で
な
く
、

関
連
産
業
に
お
い
て
は
大
き
な
生
産
性
の
向
上
は

難
し
い
。
こ
の
よ
う
な
理
由
に
よ
り
、
こ
れ
ま
で

は
ブ
ラ
ジ
ル
の
長
期
的
な
経
済
成
長
が
不
確
実
で

あ
っ
た
。

●
成
長
の
原
動
力

中
長
期
的
に
見
る
と
ブ
ラ
ジ
ル
経
済
の
成
長
は

ス
ロ
ー
で
あ
る
が
、
短
期
的
に
は
成
長
の
加
速
に

向
け
た
動
き
も
見
ら
れ
る
。
そ
の
中
で
成
長
の
原

動
力
と
な
っ
て
い
る
の
が
輸
出
と
外
国
直
接
投
資

で
あ
る
。
天
然
資
源
を
中
心
と
す
る
コ
モ
デ
ィ
テ

ィ
価
格
の
高
騰
に
よ
り
、
ブ
ラ
ジ
ル
の
輸
出
総
額

は
過
去
五
年
で
倍
増
し
て
二
○
○
五
年
に
は
約
一

二
○
○
億
ド
ル
に
達
し
、
初
め
て
世
界
の
上
位
二

五
カ
国
の
仲
間
入
り
を
し
た
。

外
国
直
接
投
資
は
外
国
企
業
に
よ
る
ブ
ラ
ジ
ル

ジョアン・カルロス・フェラス氏

長
く
曲
が
り
く
ね
っ
た
道
─
産
業
大
国
ブ
ラ
ジ
ル
の
軌
跡

ジ
ョ
ア
ン
・
カ
ル
ロ
ス
・
フ
ェ
ラ
ス
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へ
の
投
資
と
、
ブ
ラ
ジ
ル
企
業
に
よ
る
外
国
へ
の

投
資
に
分
け
ら
れ
る
が
、
そ
の
い
ず
れ
も
が
近
年

拡
大
し
て
い
る
。
ま
ず
ブ
ラ
ジ
ル
へ
の
投
資
は
、

ラ
テ
ン
ア
メ
リ
カ
・
カ
リ
ブ
地
域
で
は
メ
キ
シ
コ

と
並
ん
で
多
く
、
途
上
国
全
体
で
見
て
も
二
○
○

五
年
に
ブ
ラ
ジ
ル
よ
り
多
く
外
国
直
接
投
資
を
受

け
入
れ
た
の
は
中
国
、
香
港
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
、

メ
キ
シ
コ
の
み
で
あ
る
。
ま
た
、
ブ
ラ
ジ
ル
か
ら

外
国
へ
の
投
資
額
は
、
イ
ン
ド
を
上
回
り
中
国
と

並
ぶ
ほ
ど
で
あ
る
。
二
○
○
六
年
に
は
初
め
て
、

ブ
ラ
ジ
ル
か
ら
の
投
資
が
、
ブ
ラ
ジ
ル
へ
の
投
資

の
水
準
に
並
ん
だ
。

外
国
直
接
投
資
は
成
長
の
原
動
力
に
な
り
う
る

も
の
の
そ
の
成
長
に
は
制
約
も
あ
る
。
ブ
ラ
ジ
ル

国
内
の
知
識
集
約
型
産
業
へ
は
主
に
外
資
系
企
業

が
投
資
し
て
い
る
が
、
そ
れ
ら
の
企
業
は
ブ
ラ
ジ

ル
を
企
業
戦
略
の
中
心
に
は
据
え
て
お
ら
ず
、
重

要
な
部
品
の
多
く
を
輸
入
に
頼
っ
て
い
る
。
ま
た
、

ブ
ラ
ジ
ル
か
ら
外
国
へ
進
出
す
る
多
国
籍
企
業
は
、

農
業
や
天
然
資
源
関
連
産
業
な
ど
ブ
ラ
ジ
ル
が
比

較
優
位
を
持
っ
て
い
る
分
野
に
限
ら
れ
て
い
る
。

●
期
待
さ
れ
る
政
府
の
役
割

ブ
ラ
ジ
ル
は
構
造
的
・
状
況
的
な
さ
ま
ざ
ま
な

問
題
を
取
り
除
い
て
、
他
の
Ｂ
Ｒ
Ｉ
Ｃ
ｓ
諸
国
の

よ
う
な
経
済
成
長
を
実
現
す
る
こ
と
が
で
き
る
の

だ
ろ
う
か
。
ブ
ラ
ジ
ル
で
は
民
主
主
義
が
根
付
き
、

官
僚
機
構
も
確
立
し
て
い
る
。
ま
た
基
本
的
な
イ

か
ら
左
派
の
ル
ー
ラ
大
統
領
へ
の
二
○
○
三
年
の

政
権
交
代
も
、
当
初
予
想
さ
れ
て
い
た
混
乱
が
起

こ
る
こ
と
な
く
ス
ム
ー
ズ
に
行
わ
れ
た
。
社
会
政

策
に
つ
い
て
は
、
ル
ー
ラ
政
権
が
実
施
し
て
い
る

最
低
賃
金
の
引
き
上
げ
や
所
得
移
転
プ
ロ
グ
ラ
ム

が
格
差
の
是
正
や
貧
困
の
削
減
に
つ
な
が
り
、
国

内
低
所
得
者
市
場
の
拡
大
を
も
た
ら
し
て
い
る
。

技
術
革
新
・
産
業
振
興
政
策
は
現
在
実
施
さ
れ
つ

つ
あ
り
、
輸
出
や
技
術
開
発
の
促
進
の
た
め
に
知

識
集
約
型
産
業
を
対
象
に
資
源
の
動
員
が
始
ま
っ

て
い
る
。

こ
の
よ
う
に
、
現
在
採
用
さ
れ
て
い
る
政
策
は

効
果
を
上
げ
つ
つ
あ
る
が
、
長
期
的
な
成
長
に
は

ま
だ
多
く
の
課
題
が
残
さ
れ
て
い
る
。
例
え
ば
、

こ
こ
数
年
間
過
大
に
評
価
さ
れ
て
い
る
為
替
レ
ー

ト
の
是
正
や
、
単
な
る
所
得
移
転
で
は
な
く
低
所

得
者
層
の
人
材
を
育
成
し
雇
用
に
結
び
つ
け
る
貧

困
対
策
の
実
施
が
政
府
に
求
め
ら
れ
て
い
る
。
こ

の
ほ
か
、
社
会
保
障
支
出
と
公
共
投
資
、
短
期
的

な
支
持
率
向
上
と
長
期
的
な
産
業
政
策
の
利
益
な

ど
、
政
府
は
限
ら
れ
た
財
政
支
出
の
な
か
で
相
反

す
る
政
策
の
ど
ち
ら
を
選
択
す
る
の
か
を
迫
ら
れ

て
い
る
。
ま
た
、
地
場
企
業
に
よ
る
技
術
革
新
へ

の
投
資
拡
大
を
ど
の
よ
う
に
実
現
す
る
の
か
も
重

要
な
課
題
で
あ
る
。
ブ
ラ
ジ
ル
が
経
済
成
長
を
加

速
す
る
か
ど
う
か
は
、
政
府
が
こ
れ
ら
の
政
策
を

一
貫
性
を
持
っ
て
実
施
で
き
る
か
ど
う
か
に
か
か

っ
て
い
る
。

（ João C
arlos Ferraz

／
国
連
ラ
テ
ン
ア
メ
リ

カ
・
カ
リ
ブ
経
済
委
員
会
（
Ｅ
Ｃ
Ｌ
Ａ
Ｃ
）

生
産
・
生
産
性
・
経
営
部
部
長
）

ブラジル 中国 インド ロシア

ジニ係数 58.0
（2003）

44.7
（2001）

32.5
（1999-2000）

39.9
（2002）

上位20％の所得の割合 62.1％ 50.0％ 43.3％ 46.6％

貧困線以下の人口の割合 22％
（1998）

4.6％
（1998）

28.6％
（1999-2000） N.A.

研究開発支出の対GDP比
（1996&2004） 0.98％ 1.31％ 0.85％ 1.28％

人口百万人あたりの研究者数
（1996&2004） 344 663 119 3,319

情報通信技術支出の対GDP比
（2004） 6.3％ 4.4％ 3.8％ 3.3％

表１　格差、貧困と能力  BRICs 諸国の比較

（出所）世界銀行『世界開発指標』。
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図１　実質GDP成長率（1949 ～ 2006 年）	
（％）

（出所）ブラジル地理統計院（IBGE）、応用経済研究所（IPEA）。
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図２　国内投資の対GDP比（1971 〜 2005 年）	
（％）

（出所）ブラジル地理統計院（IBGE）、応用経済研究所（IPEA）。
（注）濃い網掛けは実質投資額（1999 年価格）、薄い網掛けは名目投資額の割合。

ン
フ
ラ
の
他
、
資
本
市
場
も
発
達
し
、
数

多
く
の
地
場
企
業
も
存
在
し
て
い
る
。
そ

し
て
何
よ
り
、
豊
か
な
天
然
資
源
を
抱
え
、

現
在
も
そ
の
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
は
拡
大
し
つ

つ
あ
る
。
こ
の
他
に
重
要
と
な
る
の
が
政

府
の
役
割
で
あ
る
。
過
去
一
○
年
を
振
り

返
る
と
、
マ
ク
ロ
経
済
政
策
、
社
会
政
策
、

技
術
革
新
・
産
業
振
興
政
策
の
そ
れ
ぞ
れ

の
分
野
で
進
展
が
見
ら
れ
る
。

マ
ク
ロ
経
済
は
一
九
九
○
年
代
半
ば
以

降
比
較
的
安
定
し
て
い
る
。
ま
ず
一
九
九

四
年
に
実
施
さ
れ
た
レ
ア
ル
・
プ
ラ
ン
に

よ
り
イ
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
が
沈
静
化
し
、

一
九
九
九
年
に
は
為
替
制
度
が
固
定
相
場

制
か
ら
変
動
相
場
制
へ
移
行
し
た
こ
と
で

価
格
の
調
整
が
進
ん
だ
。
さ
ら
に
新
自
由

主
義
改
革
を
進
め
た
カ
ル
ド
ー
ゾ
大
統
領
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